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令和元年度厚生労働科学研究費補助金(成育疾患克服等次世代育成基盤研究 

(健やか次世代育成総合研究)事業) 

わが国の至適なチャイルド・デス・レビュー制度を確立するための研究 

(主任研究者 沼口 敦) 
有効な Child Death Review 制度と実施支援体制の探索 

既存の検証システムの継続と拡充に関する研究 
 

分担研究者 溝口史剛  前橋赤十字病院小児科 副部長 

      研究協力者 杉立玲   前橋赤十字病院小児科 副部長 

  

 

 

研究要旨 

20120 年 4 月より、都道府県チャイルド・デス・レビュー（CDR:予防のための子どもの

死亡検証）体制整備モデル事業が開始され、群馬県でも事業実施がなされた。死亡事例の 7

割ほどは内因死であり、医療機関での記載の充実を図るため、厚生労働省から提示された死

亡調査票と互換性があり、検証時に一瞥性のあるサマリー作成を行うことが出来る独自の情

報収集システムの作成を試みた。 

医療機関以外の他機関から情報を収集することを前提する一方で、医療機関が主導して養

育不全の可能性・不詳死の場合の不詳度合い・予防可能性・予防施策提言などを、スクリー

ニング段階で判断するオンラインでの入力システムを開発した。 

実際に運用に関して医療機関での入力に際して特段の問題は生じなかったものの、他機関

から情報提供・入力の協力は得られ難く、結局、会議の場で議事録を残さない形で開示でき

る範囲内で情報を共有していただく形にとどまった。 

新規事業としてのチャイルドデスレビューに関し、必要であるのは情報をまとめやすい形

で調査票を整備することではなく、諸機関が安心して情報を開示できるプロセスの整備であ

る。これに関しては、個々の実施担当者の努力ではいかんともしがたく、法整備・通知を含

めた実施の支援を強く求める。 

先行研究で示された運用モデル通りの運用は群馬県では困難であり、多機関検証の場に広

く情報を提示する前の段階で、関係職種が問題点を整理するための枠組みとして各専門パネ

ルを位置づけ作業部会と知るプロセスモデルを令和 3 年度より整備する予定である。 

なお令和 2 年度の群馬県の取り組みに関しては、6 月 30 日に群馬県知事あてに提出する

予定としており、締め切りが 5 月末である厚労科研報告書には掲載することを見送ることと

したので、7 月以降、別途参照されたい。 

 

 

2020 年 4 月にチルドデスレビューのモデル事業タビィの報告システムに関して記載する 

 

「わが国の至適なチャイルド・デス・レビュー制度を確立するための研究」の先行研究と

して、H22-24.「我が国におけるチャイルド・デス・レビューに関する研究（小林美智子班

長）」およびH28-30「小児死亡事例に関する登録・検証システムの確立に向けた実現可能性
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A. 研究目的 

 20120年 4月より、都道府県チャイルド・デ

ス・レビュー（CDR:予防のための子どもの死

亡検証）体制整備モデル事業が開始され、群

馬県でも事業実施がなされた。事業実施に際

し提示された死亡調査票は、自由記載欄が多

く関係機関から情報収集する上で困難が予想

され、また死亡事例の 7 割ほどは内因死であ

り、医療機関での記載の充実を図るため、死

亡調査票と互換性があり、検証時に一瞥性の

あるサマリー作成を行うことが出来る独自の

情報収集システムの作成を試みた。 

 

B. 研究方法 

 これまでの先行研究で使用した情報入力フ

ォームをもとに、厚生労働省から提示された

持病調査票の内容を組み込み、医療機関以外

の他機関から情報を収集することを前提する

一方で、医療機関が主導して養育不全の可能

性・不詳死の場合の不詳度合い・予防可能性・

予防施策提言などを、スクリーニング段階で

判断するオンラインでの入力システムを開発

した。 

（倫理面への配慮） 

 行政事業として実施しているため、医学研

究としての倫理審査は実施しなかったが、県

の個人情報保護審査会に諮るなど、行政事業

としての実施に際しての評価を行った。 

 

C. 研究結果 

 本分担報告書の末尾に、作成したオンライ

ンシステムの内容につき、添付した（図１：

病院死亡事例、図２：病院外死亡事例、図３：

サマリーシート）。 

実際に運用に関して医療機関での入力に際

して特段の問題は生じなかったものの、予測

した通りと言えるが、他機関から情報入力、

情報提供の協力は得られ難く、結局、会議の

場で議事録を残さない形で、開示できる範囲

内で情報を共有していただく形にとどまった。 

 

D. 考察、および E.結論 

 新規事業としてのチャイルドデスレビュー

に関し、必要であるのは情報をまとめやすい

形で調査票を整備することではなく、諸機関

が安心して情報を開示できるプロセスの整備

である。これに関しては、個々の実施担当者

の努力ではいかんともしがたく、法整備・通

知を含めた実施の支援を強く求める。 

なお先行研究では図４A の様な運用モデル

図が提示されたが、少なくとも群馬県におい

ては多機関検証の場で情報を提示することに、

コンセンサスが得られた状況には至らず、む

しろ実務者が顔の見える関係性の中で、情報

の取り扱いの範囲を検討しながらコンパクト

に本事業の整備を行う必要性に関しての合意

が得られ、元の運用モデルでは「多機関検証

を行った上で、より広範に専門家としての知

見を広げ、深めるため」の枠組みとしての専

門家パネルを、多機関検証の場に広く情報を

提示する前の段階で、関係職種が問題点を整

理する」ための枠組みとして位置づける図４B

の形での実施体制を令和 3 年度より整備する

予定である。 

なお令和 2 年度の群馬県の取り組みに関し

ては、6月 30 日に群馬県知事あてに提出する

予定としており、締め切りが 5 月末である厚

労科研報告書には掲載することを見送ること

としたので、7月以降、別途参照されたい。 
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F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

 研究論文としての発表は計画していない。

事業報告として、提言案につき群馬県知事あ

てに提出を予定している。 

2. 学会発表 

 学術成果として、チャイルドデスレビュー

で得られた成果を報告する件については、そ

の是非につき明確に指針として示されておら

ず、その点が明確化するまでは学会発表で具

体的な成果を行う予定はないが、実施過程で

得られた経験については広く共有することが

学術として望まれる。個人を特定しうる情報

を排斥したうえで、総論的な成果について成

果報告をする手順が明確に示されるべきであ

る。 

令和 3年 4月 16 日 

第 124 回日本小児科学会学術集会 

分野別シンポジウム 5 

「もし、あなたが都道府県の CDR 多機関検証

委員になったとしたら」 

のシンポジストとして発表を行う。 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（1/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（2/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（3/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（4/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（5/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（6/7） 
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図１：病院で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（7/7） 
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図 2：病院外で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（1/3） 
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図 2：病院外で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（2/3） 
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図 2：病院外で死亡宣告に至った事例の登録フォーム（3/3） 
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図 3：登録情報に基づくサマリーシート 
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図 4：先行研究で示された CDRプロセスモデル（A）と、群馬県における R3 年度より整備予定

の CDRプロセスモデル（B） 

 

A 

B 


